別記様式３
年　　月　　日

誓　　　　約　　　　書

　広島市長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者

　広島市指定調査機関及び指定情報公表センター募集に係る事前協議書を提出するに当たって、応募要件の全てを満たすことを誓約します。

　なお、当該誓約に違反があった場合は、それまで事前協議者が費やした費用を賠償することなしに、事前協議で選定された事前協議者に対し、市が一方的に選定結果を取消す権利を有することに同意します。

【募集要領５　応募要件等】
①　保健、医療又は福祉に関連する事業を行う法人であり、かつ、県内に主たる事務所を有し、広島市内に活動エリアがあること。

　　②　福祉に関連する事業のうち、公益性のある事業を行った実績があること。

　　③　調査事務及び情報公表事務（以下「調査事務等」という。）を公正かつ適確に実施するに足りる経理的基礎及び技術的能力を有するものとして、職員、設備、調査事務等の実施の方法その他の調査事務等の実施に関する計画が、調査事務等の公正かつ適確な実施のために適切なものであること。

　　④　法人の役員又は法人の種類に応じて介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「省令」という。）第140条の50第２項で定める構成員若しくは職員の構成が次のとおりであること。

　　　　ア　介護サービスを現に提供する事業者の役員、役員であった者及び職員並びに当該役員又は職員の配偶者及び３親等以内の親族（以下「利害関係者」という。）が、当該法人の役員、法人の種類に応じた構成員又は職員の総数の２分の１を超えて含まれていないこと。

　　⑤　当該法人が介護サービスを自ら提供していないこと。

　　⑥　調査事務等に関する事業に係る経理を、他の事業の経理と区別して行うこと。

　　⑦　当該法人が行う他の事業が、調査事務等の公正かつ適確な実施に支障を及ぼすおそれがないこと。

　　⑧　当該法人及び当該法人の役員が、法の規定により刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経過しない者でないこと。

　　⑨　介護保険法施行令（平成10年政令第412号。以下「政令」という。）第37条の10第１項の規定により指定調査機関の指定を取り消され、その取消しの日から起算して２年を経過しない者でないこと。
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